
 
 
 

 

令和８年６月 30 日 

国土交通省 中部地方整備局・中部運輸局 

 

国土交通大臣決定されました 

～中部圏広域地方計画及び中部ブロックにおける社会資本整備重点計画～ 

 

 

 

 
 中部圏広域地方計画は、令和 5 年 7 月に閣議決定された「第３次国土形成計画（全国計

画）」を基本として、中部圏広域地方計画協議会における検討・協議や有識者からの意見、

市町村からの提案、パブリックコメントを経て、中部圏が果たすべき役割、目指すべき方

向性と新しい中部圏の将来像の実現に向けた取組を定めたものです。  

また、中部ブロックにおける社会資本整備重点計画は、令和８年１月に閣議決定された

「第 6 次社会資本整備重点計画（全国計画）」を基本として、地方公共団体、地方経済界、

地方支分部局、有識者等との意見交換等を行い、ストック効果の最大化に向けた取組など

社会資本整備の重点事項等について取りまとめたものです。  

今後は、中部圏広域地方計画及び中部ブロックにおける社会資本整備重点計画の推進に

向け、関係機関と連携し取組を進めてまいります。 

 

■添付資料 

  ・「中部圏広域地方計画」概要版            ・・・ 別紙１ 

・「中部ブロックにおける社会資本整備重点計画」の概要 ・・・ 別紙２ 

 

■計画の詳細は、以下のホームページに掲載していますので、ご覧ください。 

◇中部圏広域地方計画 

https://www.cbr.mlit.go.jp/kokudokeisei/new_kouikikeikaku.htm 

◇中部ブロックにおける社会資本整備重点計画 

https://www.cbr.mlit.go.jp/mannaka/new_mannaka/shakai-shihon/chihou.html 

 

■配布先 

中部地方整備局記者クラブ、名古屋経済記者クラブ、東海交通研究会、長野県庁内

会見場、飯田市記者クラブ、駒ヶ根市記者クラブ、岐阜県政記者クラブ、静岡県政

記者クラブ、浜松市政記者クラブ、三重県政記者クラブ、三重第二県政記者クラブ 

 

 

 

 

2027 年国際園芸博覧会 
公式マスコットキャラクター 

トゥンクトゥンク 

新たな「中部圏広域地方計画」及び「中部ブロックにおける社会資本整備重点計画」

が、令和８年６月 30 日に国土交通大臣決定されましたのでお知らせします。 



 
 

  

 〔問合せ先〕 

   ＜中部圏広域地方計画について＞ 

   国土交通省中部地方整備局 （中部圏広域地方計画推進室） 

    企画部 事業調整官   川村 昭彦（かわむら あきひこ）  

        広域計画課長  山田 純弘（やまだ よしひろ） 

 TEL052-953-8129 

 

   ＜中部ブロックにおける社会資本整備重点計画について＞ 

   国土交通省中部地方整備局 

    企画部 事業調整官    川村 昭彦（かわむら あきひこ）  

        企画課課長補佐  前川 直紀（まえかわ なおき） 

 TEL052-953-8127 

 



北陸圏
との
連携

日本海側・太平洋側
二面活用による連携

生活の質が高く
持続的に成長する強靭な中部圏

環 太 平 洋 連 携
日本中央回廊の
効果を最大化

広域的なバックアップ
体制の強化等による

強靭な圏域形成

地域生活圏形成に
よる地域力向上

ものづくり技術の活用
で世界をリードする

産業進化

2050年の中部圏(将来像) イメージ

※本地図は我が国の領土を網羅的に記したものではない。
※高規格道路ネットワーク図については令和８年４月７日時点の情報。

また、首都圏、中部圏、近畿圏、札幌、仙台、広島、北九州、
福岡都市圏については、一部の路線を図示していない。
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都心からの距離別通勤1時間未満比率都心からの距離別一住宅当たり延べ面積

（出典）総務省「令和5年住宅・土地統計調査確報集計」（2023年）より作成

●若者・女性の圏外転出
男女別の東京圏へ
の転出超過の推移

年代別の東京圏への
転出状況（2023年）

※値は外国人移動者も含む。
（備考）
東京圏：東京都、神奈川県、

埼玉県、千葉県
名古屋圏：愛知県、岐阜県、

三重県

※名古屋圏からの転出超過数
（出典）総務省「住民基本台帳
人口移動報告」より作成

女性の流出が顕著

女性
男性

20代
50.3%

20代の転出が半数

転出
56,450人

●訪日外国人対応や観光
産業の生産性向上

※令和６年確定値
（出典）国土交通省 観光庁「宿泊旅行統計
調査」（年確定値）より中部地方整備局作成

観光産業に
おいて、他
都市圏に後
れを取って

いる

圏域別外国人延べ宿泊者数の割合

●南海トラフ地震の切迫

（出典）中央防災会議防災対策実行会議
南海トラフ巨大地震対策検討

ワーキンググループ報告書 説明資料
※発生確率は、地震調査研究推進本部（R7.9）による

〇変化にとんだ地勢と豊かな自然環境

（出典）総務省「令和２年国勢調査」より作成

10万人以上の都市で、就従比が
1.0を超える都市が19都市存在

人口10万人以上の都市

※全市町村数：237

人口10万人以上の都市で
就従比が1.0を超える都市

（19都市）

南海トラフで発生する
M8からM9クラスの地震
30年以内の発生確率

60～90%程度以上※
（2025年1月1日時点）

（ ）

（m2）

ビジネス
フロンティア

新しい
暮らし

広域観光
交通の

新たな拠点

リニア中央新幹線

製造業全体の全国シェア 輸送用機械の全国シェア

• 中部圏は、産業別修正特化係数(生産額ベース)(データ①)をみると、「輸送用機械」
等の製造業に強みを有しており、ものづくり拠点として経済の発展に寄与。

• 例えば、輸送用機械の製品出荷額は、全国シェアの半分を中部圏が占めており(データ
②) 、2050年カーボンニュートラル実現に向け、水素・アンモニアへのエネルギー転換ポ
テンシャルがある。

(※1)環境省、（株）価値総合研究所「地域経済循環分析（2022年版Ver.9.1）」より作成。産業別修正特化係数（生産
額ベース）とは、圏域内の産業別生産額構成比を全国平均と比較し、貿易を考慮した係数であり、同係数が１を超える産業
は全国平均よりも強みのある産業（集積している産業）である。

(※2)総務省・経済産業省 「2024年経済構造実態調査／製造業事業所調査（地域別統計表データ）令和7(2025)年8月
29日掲載」より作成。

<データ①:産業別修正特化係数(生産額ベース)※1>
（括弧内は生産額）

＜データ②:製造業全体・輸送用機械における製造品出荷額全国シェア※2＞

全国計 336.6兆円 全国計 78.3兆円
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輸送用機械(41.6兆円)

電気機械(9.2兆円)

はん用機械等(9.5兆円)

窯業・土石製品(1.8兆円)

電子部品・デバイス(4.2兆円)

すべて製造業

全国平均=１

［目標１］すべての地域が魅力あふれる生活圏の創出
［目標２］ものづくりを礎に世界をリードし続ける産業への進化
［目標３］日本中央回廊による効果を最大化する圏域づくり
［目標４］自然の恵みの保全と活用
［目標５］強靭な圏土の構築

人々の暮らし
経済を支える産業
日本中央回廊の形成による国際競争力の強化
多様な自然資源を生かした国土管理
災害への備えや適切なインフラ管理

将来像を実現
するための
5つの観点

基盤

自然

圏域

産業人

１．暮らしやすさ地域力向上や
地域生活圏形成プロジェクト

（事業例）
• 複数の地方公共団体によるデータ連携基盤と先端技術を活用した広域にわたり生活

を支えるデジタルサービスの推進、二地域居住等や関係人口増加の促進、副業・複業
人材と地方の企業経営者の結びつけによる課題解決や新規事業につながる人材確
保の推進 など

●地域の個性をいかしたまちづくりや地域経済強化、関係人口の拡大を
推進

●農林水産業の活性化や地域生活圏の形成による地域力の向上

美村プロジェクト
【美村vison資料】

２．快適・安全安心な生活環境実感プロジェクト

（事業例）
• 『地域公共交通DX推進事業』等によるAIオン

デマンド交通やMaaSの導入検討 など

●移動や仕事等の暮らしの様々な場面に
おける効率性や利便性、安全性、地域
とのかかわりやすさ等の向上

●誰もが快適で安全・安心な生活を実感
できる生活環境の構築

３．ひとづくり・つながり構築プロジェクト

（事業例）
• 大学生等の若者に向けた就労支援に関する情

報発信や、『はままつ起業家カフェ』による起業に
関するワンストップ相談窓口など、UIJターン人材
を含めた地域に定着する人材の育成確保 など

●若者世代や女性、外国人など誰もが輝き
活躍する社会、多様な人材を育てる社会の
形成

●地域の担い手の活動の場の確保やコミュニ
ティの再生、官民連携による多様な主体の
参画促進

はままつ起業家カフェが実施する
ワンストップ相談窓口による
創業促進の取り組み
【静岡県浜松市資料】

５．環境・国土サステナビリティプロジェクト

（事業例）
• 『矢作川・豊川CNプロジェクト』等、流域総合水管理の取組における再生可能エ

ネルギーの創出 など
矢作川・豊川CNプロジェクトイメージ 【愛知県HP】

４．圏土強靱化プロジェクト

（事業例）
• 『流域治水プロジェクト』によりハード・ソフト一体となった事

前防災対策を加速、伊豆半島及び紀伊半島における災
害に強い基幹ネットワーク構築のため『伊豆縦貫自動車
道』『近畿自動車道紀勢線』 の整備推進  など

伊豆縦貫自動車道 近畿自動車道紀勢線

新丸山ダム建設事業

●産学官民の各機関が連携した防災・減災のハード対策
●広域的かつ実践的な地震・津波防災訓練等のソフト対策
●事前防災から復旧・復興までの時間軸を考慮した対策
●ネットワークの多重性及び代替性の確保、首都圏バックアップ体制の強化

６．世界をリードする産業進化プロジェクト
●高度なものづくり技術の活用による新たな産業の創出
●国際競争に有意な産業構造への転換・基盤強化
●戦略産業の強化、中堅・中小企業の振興
●人材の育成・確保や産業を支える基盤の強化

中部圏水素・アンモニア
サプライチェーンビジョン概要
【中部圏水素・アンモニア

社会実装推進会議】

碧南火力発電所と燃料アンモニアタンク【JERA】（事業例）
• 水素・アンモニア等の次世代エネルギーのサプライチェーン構築及び産業界での普及

促進に向けた『中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議』による連携・協働体制の
構築、『浜松湖西豊橋道路』『一宮西港道路』等、国際物流拠点とのアクセス向上に
資する道路整備 

（事業例）
• 『名古屋駅ターミナル機能の強化』、『リニア岐阜県駅（仮称）』及び

『リニア長野県駅（仮称）』の新設、リニア駅周辺の面的整備 など

●リニア中央新幹線開業による新たな価値の創造や交通
ネットワーク強化による圏域形成強化

●アクセス性の良さと住みやすさをいかし選ばれる地域として
のポテンシャル強化

８．新時代の観光交流促進プロジェクト
●MICE機能の拡充・強化や国際的なスタートアップ・エコ

システムの構築
●マルチモーダルな周遊観光ルートの形成
●国際的な広域観光交流

（事業例）
• 地域ならではの訴求性の高い体験コンテンツの造成、観光地や観光

産業の再生と高付加価値化、『昇龍道』『Central Japan』の名称に
よる北陸圏と連携した広域プロモーションの推進 など 広域連携観光戦略の推進・強化

【中央日本総合観光機構作成パンフレット及びHP】

９．他圏域連携プロジェクト
●大規模災害を見据えた圏土の強靱化
●日本中央回廊形成を見据えた広域ネットワークの強化
●太平洋・日本海交流連携の強化
（事業例）
• 北陸圏、中部圏の産学官の関係機関が連携した産業進化にむけた半導

体に関する人材確保・育成に関する取組『中部地域半導体人材育成等
連絡協議会』  など

キオクシア・ウエスタンデジタル
（三重県四日市市）
【中部経済産業局作成

業界PRパンフレット】

中部圏広域地方計画 概要版（対象区域：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）

岐阜県地域公共交通DX推進事業
恵那市交通コンシェルジュの取組

【岐阜県資料】
（６．世界をリードする産業進化プロジェクトより再掲）

（出典）内閣官房「リニア開業に伴う新たな圏域形成に関する関係府省等会議」をもとに作成

●ネイチャーポジティブの推進やカーボンニュートラル実現の取組推進
●人口減少下の適正な国土利用・管理等、国土基盤の高質化

〇リニア中間駅を始めとした新たな広域圏形成
7.0

7.1

2.3

1.4

産業等の強みの客観的な把握

流域治水のイメージ

【中部地方整備局】

高規格道路（供用中）

高規格道路（事業中）

高規格道路（調査中）

既設新幹線

整備計画路線（開業区間）

整備計画路線（建設中区間）

整備計画路線（未着工区間）

リニア中央新幹線（建設中区間）

リニア中央新幹線（未着工区間）

基本計画路線

ミニ新幹線

拠点空港

地方管理空港

その他の空港

国際戦略港湾

国際拠点港湾

重要港湾

各都市周辺で住居と職場が近い都心から近いところでも
広い住宅を持ちやすい

リニア長野県駅（仮称）
周辺及びその近郊

まちの未来図（案）たたき台
【長野県飯田市資料】

リニア岐阜県駅（仮称）
周辺エリアイメージ

【岐阜県中津川市資料】

７．日本中央回廊まんなか圏域拡大プロジェクト

【地域生活圏形成に関する地域の取組事例】

※変更の可能性あり

※距離は旧東京都庁、名古屋市役所、大阪市役所から自宅までの距離

三島信用金庫・
合同会社うさぎ企画

人材支援ハブ拠点「こちら三島の人事部」
【静岡県三島市・長泉町、神奈川県箱根町】

別紙１



・人口減少、少子化・高齢化の進行（図１）
・若者・女性の圏外転出 （図２）
・生活サービスの機能低下のおそれ

・インフラの老朽化（図３）
・インフラ維持管理体制の脆弱化
・インフラストックの適正化

・南海トラフ地震の切迫（図４）
・自然災害等の激甚化・頻発化・脅威の深刻化
・災害に対する地域社会の脆弱性の高まり

・ものづくりを礎に世界をリードし続ける産業への進化
・リニア中央新幹線を活かす「陸･海･空」高速交通ネットワークの一体的整備
・訪日外国人対応や観光産業生産性向上（図５）
・建設業や物流業等の担い手不足への対応

・非化石エネルギーへの転換
・生物多様性の保全
・地域循環共生圏の構築

・デジタル新技術の急速な進歩
・デジタル革命により顕在化している課題
・デジタル技術とインフラをつなぐ環境の重要性の高まり

・働き方やライフスタイルの多様化
・誰もが暮らしやすい環境の整備
・ウェルビーイングに対する意識の高まり

中部ブロックの年齢階層別人口の推移及び将来推計
※中部ブロック：長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県

新たな南海トラフ巨大地震被害想定
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（出典）【実績値】総務省「国勢調査 時系列データ 男女，年齢，配偶関係 第3表」、【推計値】国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（令和5（2023）年推計）」
より作成

若年人口（０～１４歳）

生産年齢人口
（１５～６４歳）

高齢人口
（６５歳以上）

（推計）

２０２０年
1,697万人

２０５０年
1,390万人
▲１８％

1,006万人
７２７万人
▲２８％

（参考：高齢化率）
全国 37.1％

（参考：総人口）
全国 ▲１７％
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人口減少、急速な少子高齢化がもたらす地域の危機

激甚化・頻発化する自然災害

成長型経済への転換期にある我が国経済

２０５０年カーボンニュートラルや自然共生等、地球環境を巡る世界的な潮流

デジタルや新技術の急速な進歩と経済社会構造に変革を
もたらすイノベーションの進展

暮らし・働き方の変化や国民の価値観・ニーズの多様化

（出典）総務省「住民基本台帳
人口移動報告」より作成

※値は外国人移動者も含む
（備考）

東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
名古屋圏：愛知県、岐阜県、三重県

加速化するインフラ老朽化と、改めて問い直される
安全性

図１

図２

図３

図５

図４

地方ブロックにおける社会資本整備重点計画の概要
中部ブロックにおける社会情勢の変化

別紙２

maekawa-n852a
四角形



中部ブロックにおける重点目標

• 生活関連サービスが持続的に確保される人口の確保に向けた都市
機能等の誘導・集積

• 地域経済の好循環の形成と「域外から稼ぐ」力の向上
• 域内外を結ぶ交通ネットワークの整備
• 点検・診断等の確実かつ効率的な実施
• 人口減少時代に対応したインフラストックマネジメント体系への

バージョンアップ
• インフラ再構築の取組を継続的に後押しする仕組みの構築
• あらゆる地域で、誰もが安心して暮らせるバリアフリー等の推進
• 誰もが安全・安心に移動し、生活できる環境の形成
• 多様な資源を活かした魅力ある地域づくり
• 地域の人々が集まりつながりが生まれる公共空間の創出

• 運輸、家庭・業務部門の脱炭素化を支える基盤整備
• インフラ空間を活用した再生可能エネルギーの拡大
• インフラのライフサイクル全体での脱炭素化
• 流域治水におけるグリーンインフラの活用推進
• 都市・地域における水辺・緑地や良好な生態系の保全・

再生・活用等
• グリーンインフラの活用促進に向けた官民の意識の醸成
• 建設リサイクルの高度化
• 上下水道資源の最大限の有効利用
• 港湾を核とする広域的な資源循環ネットワークの強化

重点目標１：活力ある持続可能な地域社会の形成 重点目標２：強靱な国土が支える持続的で
力強い経済社会

• 生産性向上を支える強靱で効率的な人流・物流インフラの整備
• 経済安全保障に資する企業立地に向けた基盤整備とインフラの

セキュリティ強化
• 民間資金を活用した都市の国際競争力を高める基盤の整備
• インフラ産業の成長力強化
• インフラ分野の新技術を活用して経済社会活動に変革をもたら

すサービスの導入
• 激甚化・頻発化し、切迫する災害に対応した「事前防災」 の

加速化・深化
• 被災後の迅速な復旧・復興も見据え、あらゆる関係者の総力を

結集した平時からの防災体制の強化
• 新技術等を活用した災害対策の効率・効果の最大化

重点目標３：インフラ分野が先導する
グリーン社会の実現

重点目標４：戦略的･計画的な社会資本整備
を支える基盤の強化

• 広域・複数・多分野の施設を一体として捉えた戦略的なインフ
ラ管理の主流化

• 複数の地方公共団体、官民等の連携・協働体制の構築促進
• インフラの効率的管理に資する新技術・情報基盤の整備・活用
• インフラを支える建設業や運輸業等の担い手の確保・育成と生

産性向上に向けた取組
• データ連携やAI等を活用した賢く(Smart)、安全で(Safe)、持

続可能な(Sustainable)インフラの管理・運用
• インフラ、都市・地域のオープンなデータ空間の構築による、

インフラの管理・運用の高度化
• 産学官が連携した研究開発やスタートアップ支援等によるイン

フラ関連の新産業の創出

2



重点目標１：活力ある持続可能な地域社会の形成

ＫＰＩ例主要取組例及び中長期の見通し例小目標例

〔全国指標〕
・コンパクト・プラス・ネットワークの実現を図る

ため、総合的な都市交通システムの構築を推進
①三大都市圏 R6年度 92.0%→R12年度 92.9%
②地方中枢都市圏 R6年度 78.4%→R12年度 78.4%
③地方都市圏 R6年度 37.9%→R12年度 37.9%

■コンパクト・プラス・ネットワークの実現を図
るため、総合的な都市交通システムの構築を推進

名古屋鉄道名古屋本線等連続立体交差事業(知立駅付近)
[残事業費335億円(R7年度評価時点)]★

(愛知県知立市)〔R8年測量設計中〕

生活関連サービスが持続的に提供される
人口の確保に向けた都市機能等の誘導・
集積

〔全国指標〕
・特定道路におけるバリアフリー化率

Ｒ6年度約72％→Ｒ12年度約77％

■バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進
バリアフリー道路特定事業

(静岡県静岡市)(R8年度推進中)

あらゆる地域で、誰もが安心して暮らせ
るバリアフリー等の推進

〔全国指標〕
・みなとオアシスの登録数

令和7年度 170か所 → R12年度 190か所

■「みなと」を核とした魅力ある地域づくり
（中部管内）（令和8年度推進中）

多様な資源を活かした魅力ある地域づく
り

中部地域では、人口減少と少子高齢化が進む中、デジタルとリアルを融合し、誰もが安心・豊かに暮らせる活力ある地域を形成し
ます。また、官民連携によるインフラの集約・最適化を進め、多様性を尊重した持続可能な社会の実現を目指します。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組

住民参加による地域振興の取
組が継続的に行われている施
設を「みなとオアシス」とし
て登録し、地域の水辺空間に
おける更なる賑わいを創出し
ている。

西知多道路は、自動車部品輸出の拠点空港であ
る「中部国際空港」と、高規格幹線道路（伊勢
湾岸自動車道）を連絡し、名古屋都市圏を結ぶ、
自動車専用道路網を形成する重要な路線。リニ
ア中央新幹線の開業も見据え、中部国際空港と
名古屋市街地を結ぶ信頼性の高い自専道ダブル
ネットワークを構築し、知多半島道路との代替
性が確保されるとともに、整備後、所要時間 短
縮効果が見込まれ、円滑なモビリティの確保が
期待される。

国営木曽三川公園において、河川公園ならでは
の自然環境に配慮した整備・管理運営を推進し、
輪中 文化の学習など多様な環境プログラムの
実施、地域の歴史・文化・産業と結びついたイ
ベント開催等により、訪れる人々の歴史・文化
への理解を深めるとともに、地域のにぎわいを
創出し、観光・周遊ネットワークの活性化に寄
与するなど、地域の観光振興への波及効果が期
待される。

新居弁天海釣公園海湖館

名古屋は、古くは濃尾平野を治めた古代豪族・
尾張氏の拠点で、江戸時代には御三家筆頭であ
る尾張徳川家の城下町として、また近代以降は
我が国における経済産業の一大拠点として発展
してきました。これらの重層的で多様な歴史を
背景に、名古屋市内には歴史的資源が多く残さ
れており、長い歴史の中で人々が積み上げ、継
承してきた様々な歴史的風致が存在している。
名古屋市では、伝統的な人々の営みと歴史的建
造物が一体となり歴史的な風情を醸し出す、ま
ちづくりを進めている。

出典：名古屋市公式観光情報 名古屋コンシェルジェ

有松の町並み

地域住民の参画

ハード・ソフトの活用



重点目標２：強靭な国土が支える持続的で力強い経済社会

ＫＰＩ例主要取組例及び中長期の見通し例小目標例

〔全国指標〕
・三大都市圏環状道路整備率

Ｒ6年度84％→Ｒ12年度89％

■三大都市圏環状道路の整備
東海環状自動車道 一般国道475号 関～養老

[残事業費1117.98億円(R5年度評価時点)]
(山県IC～本巣IC) (R8年度工事中)④

（本巣IC～大野神戸IC)(R8年度工事中)④

生産性向上を支える強靭で効率的な人流・
物流インフラの整備

・気候変動を踏まえた洪水に対応（必要な流
下能力を確保）した国管理河川（約1,500
万m3/s・km）の整備完了率

Ｒ5年度16％→Ｒ12年度20％

■流域治水対策（河川、砂防、下水道、海岸）
天竜川直轄河川改修事業

[残事業費1163億円(R6年度評価時点)]★
(静岡県浜松市、長野県駒ヶ根市他)(R8年度工事中)

激甚化・頻発化し、切迫する災害に対応し
た「事前防災」の加速化・深化

〔全国指標〕
・TEC-FORCE（対象隊員数：約8,900人）による

被災状況把握等の高度化（DiMAPSを始めとした
情報集約ツールの開発等）への対応（訓練・研
修・講習の受講）完了率

Ｒ5年度16％ → Ｒ12年度100％

■TEC-FORCE等に係る機能強化による災害対応力の強化
TEC-FORCEの増強と多様な主体との連携強化

(R8年度推進中)

被災後の迅速な復旧・復興も見据え、あら
ゆる関係者の総力を結集した平時からの防
災体制の強化

人口減少下で、中部地域の強みである「ものづくり」を支える効率的な物流・人流網を整備し、生産性向上と経済成長を図ります。
防災・減災の徹底で災害リスクを抑え、民間投資を促進。強靱なインフラにより、経済と安全を両立した地域を創出します。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組
巴川流域（静岡県）では、昭和49
年7月に発生した七夕豪雨により激
甚な被害が発生したことから、昭和
54年より抜本的な治水対策に着手
しており、政令指定都市として多く
の資産や主要交通網が集中する流域
における浸水被害の軽減を図り、地
域経済の発展や物流機能の確保を図
る。

長良川流域は、東海北陸自動車道や東海環状自
動車道等の交通網の発達により、奥美濃地域に
おける観光や、中流域を中心に製造業が発展し、
流域全体の治水安全度の向上が求められており、
河川改修に加えて内ケ谷ダムの整備により、ダ
ム下流域の洪水被害の軽減が図れる。

（国）152号は浜松市天竜区における生命線とな
る道路であり、市民生活だけでなく多くの企業に
とっても重要な路線である。近年は気象の急激な
変化による自然災害の頻発化・激甚化により、斜
面崩壊による道路の寸断が発生している。このた
め、道路防災対策を推進し、道路空間の強靭化を
図り、道路利用者の安全と安心が確保されると共
に、災害に強い交通ネットワークが構築される。

名古屋港に入港するコンテナ船や自動車運搬船
の大型化が進み、大型船の着岸可能な岸壁が必
要であるとともに、完成自動車の取扱施設が分
散し非効率な荷役が生じている。一部の岸壁に
おいては、老朽化が進行しており、大水深化、
岸壁の耐震化等、ふ頭の再編整備を推進する。

出典：静岡県 静岡土木事務所 ホームページ
巴川水系流域治水プロジェクトの概要と進捗管理

出典：浜松市ホームページ
出典：岐阜県ホームページ

着工前 完成

イノベーションを創出

他分野連携



重点目標３：インフラ分野が先導するグリーン社会の実現

ＫＰＩ例主要取組例及び中長期の見通し例小目標例

〔全国指標〕
・港湾脱炭素化推進計画を作成済の港湾数

Ｒ6年度44港湾 → Ｒ12年度100港湾

■カーボンニュートラルポート形成の推進
カーボンニュートラルポート（CNP）の形成

(名古屋港)(R8年度推進中)

運輸、家庭・業務部門の脱炭素化を支える基
盤整備

〔全国指標〕
・都市域における水と緑の公的空間確保量

Ｒ5年度14.2m2/人→Ｒ12年度15.1m2/人

■河川全体の自然の営みを視野に入れた多自然川づく
りの推進

櫛田川総合水系環境整備事業
[残事業費17億円(R5年度評価時点)] 

(三重県松阪市、多気町)(R8年度工事中)

都市・地域における水辺・緑地や良好な生態
系の保全・再生・活用等

グリーンインフラ官民連携プラットフォーム
に登録している地方公共団体（150団体（令
和12年度末時点想定））における取組完了率

Ｒ4年度37％→Ｒ12年度100％

■官民連携・分野横断によるグリーンインフラの活用
推進

一級河川堀川 堀川広域河川改修事業（100mm/h
安心ﾌﾟﾗﾝ）

(愛知県名古屋市)(R8年度工事中)

グリーンインフラの活用促進に向けた官民の
意識の醸成

製造業が集積する中部地域において、サプライチェーンの脱炭素化で産業競争力を高め、経済安全保障を確保します。伊勢湾周辺
等の豊かな自然を活かしたグリーンインフラを推進し、環境と経済が循環する持続可能な成長を目指します。

55

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組
伊勢湾は高度経済成長期の急速な経済発展
による環境への影響を受け赤潮、苦潮、貧
酸素水塊が発生し生態系等への悪影響が生
じている。これらの改善に向けて、良好な
環境の実現を目指し「伊勢湾再生行動計
画」を策定し、環境モニタリングを行うと
ともに伊勢湾再生に向けた各種施策を進め
ている。三河湾では深掘れ箇所の埋め戻し、
覆砂を実施することとで底質・水質浄化の
促進を図っており、海域環境改善の促進が
期待される。

狩野川（静岡県）において、かわまちづくりの取
組として管理用通路や親水護岸・階段など親水エ
リアの 整備を進めることで、河川敷や水辺を安全
に利用することが可能となる。親水空間を多くの
方が利用されることで、地域の魅力が向上し来訪
者が増加及び地域の活性化を目指している。今後
もかわまちづくり等の水辺とまちが一体となった
取組や都市・地域再生等利用区域指定など制度の
活用により、公共空間を活かした賑わいの場が創
出されることで地域の活性化が期待される。

近年、トラックドライバーの高齢化や担
い手不足が進展し、将来的にもトラック
ドライバー不足が予想されている中で、
企業の物流ネットワークの維持やドライ
バーの労働環境改善の観点から、内航
フェリー・RORO船輸送網の構築・充実
化を図る。これにより、大量輸送、定時
制の確保、環境負荷の低減、輸送 品質の
確保など国内物流を安定的に支えること
が期待される。

下水汚泥は中島処理場敷地内にあるバイオマス利
活用センターに生ごみ、し尿・浄化槽汚泥と共に
集約し、メタン発酵により再生可能エネルギーで
あるバイオガスを取り出す。取り出したガスはバ
イオガス発電の燃料として利活用し、発電した電
力は電気事業者へ売却する。メタン発酵後に残っ
た残渣は炭化設備で加工し、炭化燃料として有効
利用する。

出典：豊橋市 中島処理場パンフレット出典：全国かわまちづくりＭＡＰ ホームページ

バイオマス利活用センター

水質監視位置図

他分野連携

イノベーションを創出



重点目標４：戦略的･計画的な社会資本整備を支える基盤の強化

ＫＰＩ例主要取組例及び中長期の見通し例小目標例

〔全国指標〕
・PPP/PFIの事業規模（再掲）

Ｒ4年度～R5年度 累計8.4兆円
→Ｒ4年度～R13年度 累計30兆円

■PPP/PFI等の官民連携の推進
愛知県営清水住宅 愛知県営清水住宅PFI方式整
備等事業

(愛知県東海市)(R8年度工事中)

複数の地方公共団体、官民の連携・協働体制
の構築促進

〔全国指標〕
・点検支援技術等の新技術を活用した地方公

共団体数
Ｒ5年度654団体→Ｒ12年度1,200団体

■新技術の活用により、インフラメンテナンスの高度
化・効率化を推進

道路メンテナンス事業★
(静岡県静岡市)(R8年度推進中)

インフラの効率的管理に資する新技術・情報
基盤の整備・活用

〔全国指標〕
・トラック運転に従事する若年層の割合

Ｒ6年度10.4％
→R12年度までに全産業平均と同等以上の数値

■大型車ドライバーの休憩環境の改善
新東名高速道路 新秦野-新御殿場

(神奈川県秦野市～静岡県御殿場市)((R8年度工事中)

インフラを支える建設業や運輸業等の担い手
の確保・育成と生産性向上に向けた取組

人口減少下、ものづくり中部の先端技術を建設・運輸現場へ導入し、生産性を向上するとともに、行政の管理機能と地域の担い手
を確保し、戦略的な維持管理を通じてインフラの価値最大化と持続可能な地域づくりを目指します。
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木曽川右岸流域下水道は、木曽川及
び長良川の 4 市 6 町の汚水を広域
的に処理している。平成 3年4月の
供用開始後、市町の下水道整備にあ
わせて処理能力を増加させるととも
に高度処理の導入により 放流河川
や伊勢湾の水質改善に寄与し、今後
も下水道事業の継続的な推進により、
美しい豊かな国土の形成を図る。

期待されるストック効果 インフラマネジメントの方針を踏まえた取組

港湾データ連係基盤の構築によ
り、すべての港湾情報や貿易手
続きについて電子的な取り扱い
を標準 とする環境を形成する。
さらに、海外港湾や異業種の情
報プラットフォームとも接続し、
連携する情報の 拡大を図ること
で情報の利活用による利便性・
生産性を最大限に高める。

三重県では道路管理上の課題として、平時のみな
らず災害時や感染症対策時においてもも的確な情
報発信を可能とする道路状況の収集・把握が急務
である。また、道路サービスレベルの維持・向上
のため、効率的で効果的な体制の構築が求められ
ている。このような中、ＡＩカメラにより道路状
況を常時モニタリングすることで、 的確に情報発
信し、道路管理の強化・効率化を図り、道路空間
再編などにも活用する。

出典：道路ＤＸ 中期計画 2022～2026 令和５年３月 三重県 県土整備部 ver.2

出典：港湾関連データ連携基盤の構築 -VGM関連・陸運事業者向け機能の検討・実装について
（２０２０年２月 国土交通省港湾局）

出典：岐阜県流域下水道事業経営戦略（令和6年度～令和15年度）岐阜県 令和6年3月

木曽川右岸流域下水層位置図

イノベーションを創出


